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①確定申告対象年の12月31日現在、65歳以上で要介護１～５に認定されていること
②身体障害者手帳などの交付を受けていないこと
③本人またはその方を扶養している親族などが、この控除を受けることにより所得税・住民税が軽減
または非課税になると見込まれること

■障害者控除対象者認定書の発行

■おむつ代にかかる費用の医療費控除

■介護保険料

■介護サービス利用料
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